



































































Though a critical tone of argument is strong over 3rd sector company, it is one of the methods of effectively executing a regional
vitalization project as dozens of companies are established in Japan every year in recent years. However, it is necessary to construct the
project appropriately and to tune the management condition.
Here, the business system and management of 3rd sector, Kawane-cho Onsen Ltd. with which management was developed well after
it had established , were evaluated and examined. Six aspects as proper evaluation of regional resource , venture business spirit and
phased business development ,etc. were able to be extracted there. When a regional vitalization project is progressed in a small-scale
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　　項目 人口 増減 高齢化率 就業構造
年 1次産業 2次産業 3次産業
1980 7,957 ▲4.7％ 13.5％ 30.0％ 40.4％ 29.6%
1985 7,616 ▲4.3％ 15.5％ 23.0% 46.4% 30.6%
1990 7,291 ▲4.3％ 18.1％ 21.6% 46.5% 31.9%
1995 6,979 ▲4.3％ 22.9％ 20.1％ 46.2％ 33.7％
2000 6,501 ▲6.8％ 28.0％ 19.2％ 41.8％ 38.9％
2005 6,030 ▲7.2％ － － － －
写真 1：茶里夢の泉（川根町提供）
川根町温泉にみる第3セクター戦略の可能性

































































































































































































1995年 5 月 簡易温泉施設「茶里夢の泉」オープン
1995年度 ふれあい拠点施設整備計画（～96年 3 月）
1996年度 温泉施設等実施設計（～97年 3 月）
1997年 6 月 温泉施設等工事着手
1998年 2 月 株式会社川根町温泉設立
7 月 川根温泉「ふれあいの泉」オープン
＊川根町資料より黒田が作成した。
A study on the management of the 3rd sector through the analysis of Kawane-cho Onsen Ltd.


















































































































施設内容 規模（延床面積） 事業費 事業年度
温泉棟（ふれあいの泉） 2,984㎡ 1,479百万円 1996～98
宿泊棟（ふれあいコテージ） 10棟 308百万円 1996～97
体験棟（農業体験施設） 137㎡ 57百万円 1999
道の駅（便所含む） 131㎡ 57百万円 1999
その他（連絡道路等） － 238百万円 1996～2000














































































































































































































社長 支配人 総括主幹 総務・経理係
（支配人代行） 運営広報係
料飲係
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年度 入館者数（人） 1日平均（人） 売上高（千円） 経常利益（千円）
1998 300,402 1,231 417,007 22,696
1999 410,865 1,167 564,762 5,040
2000 426,641 1,212 565,383 3,655
2001 442,456 1,261 601,586 6,852
2002 443,431 1,263 590,594 5,641
2003 437,151 1,238 589,118 1,848
2004 417,708 1,190 564,127 819
2005 415,474 1,187 585,820 6,242
表 6：川根町への納入金状況（千円）（川根町温泉資料）
年度 入湯税 寄付金 配当金 使用料 委託費 町民税 合計
1998 41,106 70,000 2,700 4,769 18,847 1,145 138,567
1999 56,772 120,000 2,700 7,196 14,610 199 201,477
2000 60,359 50,000 2,700 7,196 7,031 293 127,579
2001 62,649 50,000 2,700 7,196 6,974 440 129,959
2002 62,736 40,000 2,700 7,196 0 513 113,145
2003 62,053 25,000 2,700 7,196 0 254 97,203
2004 59,462 15,000 1,350 7,196 0 150 83,158
2005 57,882 16,000 2,160 7,196 0 150 83,388




































年度 社長 支配人（常勤責任者） 社員数
1998 河野敏郎（町長） 町役場職員（出向） 8（3）
1999 　↓ 　↓ 8（2）
2000 　↓ 町役場OB 8（1）
2001 　↓ 　↓ 8（1）
2002 　↓ 公募支配人（02年9月～） 8（0）
2003 　↓ 　↓ 8（0）
2004 　↓ 　↓　　 （～04年8月） 8（0）
2005 又平琢己（町長） プロパー職員（内部昇格） 7（0）
2006 　↓ 　↓ 6（0）
＊注 1：社員数欄は各年度当初の正社員数。他に町出向数は（　）で付記。
＊注 2：支配人欄で、98・99年度は事務長、04年 9 月以降は支配人代行。
A study on the management of the 3rd sector through the analysis of Kawane-cho Onsen Ltd.



















































































































































































































































































































































































































6）例えば日本経済新聞には2002年 6 月～9 月に支配人公募関連記事
が 7 回掲載されている。掲載紙面の内訳は 4 回が地方版（静岡）で、
3 回は全国版（社会面等）である。
7）「公募突破、地域振興に意欲」日本経済新聞、2002年 9 月 5 日
8）「データ解析特別記事：壁にぶつかった三セク温泉事業」東京商工リ
サーチ、2006年 6 月19日
9）前掲8）
同資料では、竹下内閣時代の「ふるさと創成」資金により、全国で327
市町村が温泉事業を試み、3セク温泉二百数十社が設立されたとされて
いる。
10）通商産業省監修、第3セクター研究会編著『地域を活かす第3セクター
戦略』時事通信社、1993年
同書に、第3セクターでの事業化に際して現実的・悲観的等可変性を考
慮したFS実施の必要性は、すでに指摘されている（52－58ページ）。
なお、2003年に総務省より各都道府県知事・各指定都市市長宛に通
知された「第三セクターに関する指針の改定」でも同趣旨の内容が盛ら
れている。
11）前掲10）（108-111ページ）
なお、同書は1993年に第3セクターの設立・運営の手引書としてま
とめらたものである。発刊から10年余を経て、第3セクターをめぐる
諸状況は変化してきたが、今日でも有効な内容が少なくない。
